
加西市雨水貯留施設設置費用助成金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、加西市において雨水貯留施設を設置する者に対し、その設置費用の一

部を助成することにより、雨水貯留施設の設置を促進し、雨水の流出抑制による都市型

水害の軽減に資するとともに、雨水の再利用を促進し、健全な水循環システムを確保す

ることを目的とする。 

 

（助成対象施設） 

第２条 助成金の交付対象となる雨水貯留施設（屋根に降った雨水を貯留する貯留槽及びそ

の附帯設備をいう。以下同じ。）は、貯留槽の容量が １００リットル以上で、散水の用

に供するものとし、かつ、別に定める「加西市雨水貯留施設設置技術基準」に適合する

ものとする。ただし、申請１件につき雨水貯留施設１基を交付対象とする。 

 

（助成対象者） 

第３条 助成金の交付を受けることができる者は、加西市の土地及び建物（住宅（建築中の

ものを含む。）に限る。以下同じ。）の所有者又は当該所有者から雨水貯留施設の設置に

つき同意を得た使用者で、当該建物に雨水貯留施設を設置し、自ら使用する者とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、助成金の交付を受ける

ことができない。 

(1) 国、地方公共団体その他これらに準ずる団体 

(2) 既に市の助成金を受けて雨水貯留施設を設置したことのある建物に、雨水貯留施設を設

置する者 

(3) 販売等を目的とした建物に雨水貯留施設を設置する者 

 

（助成金の額） 

第４条 雨水貯留施設の助成金の額は、購入費及び工事費の総額の２分の１（千円未満の端

数があるときは、その端数は切り捨てる。）に相当する額とする。ただし、助成限度額は

１基につき３０，０００円とする。 

 

（交付申請） 

第５条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、雨水貯留施設を設

置する前に、加西市雨水貯留施設設置費用助成金交付申請書（様式第１号）に、次に掲

げる書類を添えて、市長に申請しなければならない。 

(1) 設置場所の位置図 

(2) 設置予定場所の写真 



(3) 設置する施設の平面図及び構造図 

(4) 見積書（写し可） 

(5) 誓約書（様式第２号） 

(6) 承諾書（様式第３号。雨水貯留施設を設置する土地又は建物の所有者が申請者と異なる

場合に限る。） 

(7) その他市長が必要と認める書類 

 

（交付決定及び通知） 

第６条 市長は、前条の規定に基づく申請があったときは、その内容を審査して交付の可否

を決定し、適当と認めたときは加西市雨水貯留施設設置費用助成金交付決定通知書（様

式第４号）により、適当でないと認めたときは加西市雨水貯留施設設置費用助成金不交

付決定通知書（様式第５号）により、申請者に通知するものとする。 

 

（変更の申請等） 

第７条 前条の規定により助成金の交付決定を受けた申請者（以下「交付決定者」という。）

が、申請内容を変更しようとするときは、加西市雨水貯留施設設置費用助成金変更申請

書（様式第６号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により申請書を受け付けた場合において、変更を承認するときは、

加西市雨水貯留施設設置費用助成金変更承認通知書（様式第７号）により、承認しない

ときは、加西市雨水貯留施設設置費用助成金変更不承認通知書（様式第８号）により、

交付決定者に通知するものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第８条 申請者は、助成金の交付申請を取り下げようとするときは、加西市雨水貯留施設設

置費用助成金取下届（様式第９号）を市長に提出しなければならない。 

 

（完了報告） 

第９条 交付決定者は、雨水貯留施設の設置工事が完了したときは、その工事が完了した日

から３０日以内に、加西市雨水貯留施設設置工事完了報告書（様式第１０号）に、次に

掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 工事完了後の写真 

(2) 工事完成平面図・構造図及び領収書等（写し不可） 

(3) 加西市雨水貯留施設設置費用助成金交付請求書（様式第１１号） 

(4) その他市長が必要と認める書類 

 

（完了検査） 



第 10 条 市長は、前条の規定による報告書を受け付けたときは、完了検査を実施し、加西市

雨水貯留施設設置技術基準に適合しないときは必要な指導を行うことができる。 

 

（確定通知及び助成金の交付） 

第 11 条 市長は、前条の完了検査において加西市雨水貯留施設設置技術基準に適合すると

認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し、交付決定者に加西市雨水貯留施設設置

費用助成金交付額確定通知書（様式第１２号）により通知するとともに、助成金を交付

するものとする。 

 

（交付決定の取消し） 

第 12 条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めた場合は、助成金の

交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 助成金の交付決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき。 

(2) この要綱の規定に違反したとき。 

(3) 偽りその他不正な手段により助成金の交付を受け、又は受けようとしたとき。 

 

（助成金の返還） 

第 13 条 市長は、前条の規定により助成金の交付決定を取り消した場合において、既に助

成金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずることができる。 

 

（維持管理） 

第 14 条 助成金の交付を受けて雨水貯留施設を設置した者は、助成金交付の日から７年以

上当該施設を存続させ、適正な維持管理に努めなければならない。 

 

（立入検査） 

第 15 条 市長は、助成事業の適正な執行を確保するために、助成金の交付後、必要に応じて

雨水貯留施設の設置状況を現地において確認することができる。 

 

（補則） 

第 16 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

 

附則 

この要綱は、平成 26 年 6 月 1日から施行する。 

 


